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　　災害発生時、市民生活の立て直しに重要となる
罹災証明のオンライン化は早急に実施する必要があ
るが、その予定はないか。
　　罹災証明の発行は、災害時の住家被害認定の調
査や被災者台帳の作成、証明書の発行等を迅速かつ
適切に行うことを目的に、令和２年４月に導入した
愛媛県と県内18の市町が共同で運用する被災者支援
連携システムで行っています。現状では、マイナ
ポータルのサービスによる電子申請は導入できてい
ないため、まずは申請受付がオンラインでできる仕
組みづくりを早急に対応することとしています。
　また、災害時における罹災証明の発行は、国の自
治体ＤＸ推進計画において「地方公共団体が優先的
にオンラインを推進すべき手続」となっているた
め、県や他市町と連携して運用する本システムを主
軸としたオンライン化に向けた協議・検討も行って
いきたいと考えています。

　　この事業の成功には多くの賛同事業者が必要と
思うが、事業の概要と仕組みはどうなっているか。
　　本事業は、新型コロナウイルス感染症の長期化
や原油、物価高により落ち込んだ消費の喚起を促す
ことを目的に、ＱＲコード決済である「ＰａｙＰａ
ｙ」、「ｄ払い」、「ａｕＰＡＹ」、「楽天ペイ」の４種
類のキャッシュレス決済を使って、市内の加盟店舗
で買い物をした際に、最大20％のポイントを還元す
るものです。
　キャンペーン期間は１か月を予定し、１種類当た
りのポイントの上限は、１回の決済につき2,000円
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まで、期間中の合計は5,000円までとしており、４
種類全てを最大限利用した場合、合計２万円分のポ
イント還元が受けられます。
　今回の補正予算はキャンペーン開催費用のほか、
決済端末を導入する事業者に対し、インターネット
接続工事費や必要機器の購入費を補助する費用を計
上しています。キャンペーンに多くの事業者が参加
できるよう説明会を開催するほか、消費者となる市
民向けの説明会をあわせて開催して、キャッシュレ
ス決済の利用率の向上につなげる考えです。

　　２回目接種を含め小児接種は今後どのように見
込んでいるか。また、保護者の不安解消のためどの
ように啓発していくか。
　　５歳～11歳の小児を対象としたワクチン接種
は、５月末までに１回目の接種を終えた方が756
人で33.3％、２回目の接種を終えた方が706人で
31.7％です。さらに６月以降の予約者数を加えた接
種見込み率は、１回目が34.1％、２回目が33.5％と
なっています。
　開始から１か月間は予約枠に対して100％に近い
予約率でしたが、４月下旬頃から空きが出始め、５
月下旬には予約率が２割弱にまで減少しており、こ
れまでの予約状況から希望者の接種はおおむね完了
したものと考えています。
　そのため、７月からは個別
接種へ移行することとしてお
り、準備が整い次第、速やか
にホームページ等でお知らせ
します。
　保護者への啓発としては、接種券と一緒に国が作
成したワクチンの効果や安全性等をお知らせする
リーフレットを同封するなど情報提供に努めていま
す。今後、個別接種への移行により子供の健康状態
を把握している、かかりつけ医と密に相談できるこ
とで、これまで接種を躊躇していた保護者の方が安
心して子供に接種させることができる環境が整うも
のと考えています。
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